
第２回審議会の振り返りについて①

【第２回審議会で扱った内容】
次期計画の終了年である2030年やその先の社会状況も見据えながら、スポーツの持続可能性はじめ、人口減少や少子高齢化の中でも都民一人ひとりが
生き生きとスポーツに取り組める環境を維持していくためにはどうすればよいか、ご意見をいただいた。

【全般】
 地域、企業、学校、そして個人に対するスポーツといったところでのアプローチ、きっかけ作りが必要。
 スポーツ実施者の減少・高齢化の対応については、スポーツのみならず、地域住民の関係性が増し、
共助できる環境づくりという視点から議論をすすめていくべき。

 現代人は忙しいので、ライフステージやニーズに合った計画を作って提供することが必要。

【子供のスポーツ振興における実施者や担い手の確保】
 運動部の参加率が減っており、将来のスポーツを支えていく人材が先細るのではないかと危惧。子供は
教育庁任せにしていたが社会で支えていくことを真剣に考えなくてはいけないのではないか。若い世代の
スポーツ好きをどう増やしていくかを計画に盛り込むことが大事。スポーツ好きを育てる最も大事な「子
ども期」を大切にする必要あり。

 する観点では、中学校の部活動が重要。スポーツ少年団から部活動へと繋がって欲しいが、部活動自
体が減ってきている。部活動の地域移行に税金をしっかりと投入するべき。

 部活動を地域に移行する動きがある中で、人が減ると競技間でアスリートや監督などの人の取り合
いが起こり得る。システムを変えることは一朝一夕にはできないが、これまでの常識にとらわれずに、1年
の中で複数競技に携われるような可能性の模索も重要ではないか。

【その他の担い手確保】
 スポーツを支えるという側面では審判の高齢化や若手が参入しない問題がある。人材不足解消のため、
過剰な警備を減らすなどの簡素化も必要。

 スポーツ推進委員の委嘱には任期や年齢制限があり継続が難しいという面はあるが、都には引き続
きスポーツ推進委員の研修やパラスポーツ指導員の養成をお願いしたい。

【スポーツを支える「スポーツ団体」の体制強化】
 各団体に多額の資金を払うのであれば、その団体の管理や人事等にも都が関与するべき。また、これま
で自ら資金を生み出す努力なしに補助金頼りだった団体について、都も支援を行いながら自走できる
仕組みを作るべき。

1

次期計画の方向性（イメージ）

資料１－１



第２回審議会の振り返りについて②

【女性のスポーツ実施率】
 女性の実施率低下は、対策をしなければ手遅れになってしまう。女性のスポーツ実施率の低下が女性の健康状態を損ねている
ことがデータで示されている。実施率低下の要因の一つに女性の社会進出があげられる。子育て、介護、就労など、いまだに男性
より女性の方が担っているものが多いため、女性にフォーカスしたスポーツ振興に取り組むことが必要。

 両親、特に母親がスポーツをやっていると子供がスポーツをするという因果関係があることから、女性の底上げをすることは、次世代
のスポーツの担い手支援に繋がる。

【高齢者のスポーツ振興】
 楽しいのがスポーツ。体を動かすこと、人と一緒にやる事が楽しいと感じられる環境を町につくりたい。自由な発想や柔軟な考え方
をもった新しいスポーツや競技こそが今後持続できる。また、歳を取って挫折感を味わうのではなく、達成感を味わえることも重
要。

 競わないスポーツをすることで、フレイル・認知症予防にもなる。こうした場を維持するためにも、高齢者クラブ等の団体に対して都
がバックアップしていくことは必要。

 単独高齢者が多いという資料があったがスポーツを通してコミュニティ形成をすることで単独世帯の不安解消につながる。
 主観的健康観、自己肯定感、幸福感、地域に対する愛着などを感じとれる生活環境などの因子がウェルビーイングと強い相関関
係を有していたため、これらの因子とスポーツを結び付けて、ウェルビーイングを高めていく環境を整備していくことが大事なのでは
ないか。

【障害者のスポーツ振興】
 都の障害者のスポーツ実施率は、国と比べても高い水準。ただ、今後スポーツへの無関心の解消を進めないと当事者の実施率
向上は望めない。障害児がスポーツをするには、スポーツに出会った時のファーストコンタクトが重要。

 障害者向けのスポーツについて、デジタルスポーツの体験会を行っている。以前はロボットを使っていたが、パソコンを活用したものも
行った。デジタルをうまく活用すれば、今までスポーツと関わりのなかった方も関われる可能性が広がる。

【外国人対応】
 外国人を受け入れる側が、外国人のためにすべきと考えていることと、外国人が実際に望んでいることが違うことが多々ある。当事
者が何を望んでいるのか、ニーズに基づいてきちんと考えることが大事。
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第２回審議会の振り返りについて③

【民間活用】
 アーバンフィットネス事業のような社会人がスポーツに取り組める環境整備も必要。民間の力を活用して取り組んでいくべき。

【大会レガシー】
 2025年に世陸・デフがあり、イベントなどを行うことはいいが、点で終わらないことが大事。点を線にすることで持続性に繋がる。
 世界で活躍できるアスリートの確保・育成について、施設、指導者、選手のリクルートの条件が最低限必要であり、そのためには予算
措置と公共心を持った指導者の育成、管理が必要。また、働き方改革を踏まえつつも、施設があり指導者のいる学校を拠点校と
して位置づけて強化することも考えられる。

【都立スポーツ施設の役割】
 ソフトだけではなくハード面でも同様に柔軟性が必要であり、スポーツ施設の使い方についても、スポーツ以外の利用方法を検討す
るなど、柔軟性を持って考えるべき。

【スポーツの範囲】
 スポーツの在り方や求められることが変化している。スポーツをずっとやってきた人は、従来のスポーツの概念にとらわれてしまうが、その
固定概念を変えなければならないときに来ている。

 スポーツの捉え方のハードルを下げる必要がある。「する・みる・支える」の視点を変えてみてはどうか。障害者のスポーツ実施率は数字
で出てくるが、「見た」「支えた」というデータが出てこない。最初はゲームや簡単な遊び（一人で楽しめるものも含め）など、今までの
考えを少し広げていくことも大事。

 ゲームも活用し、自分の好きな時に、好きな場所で、好きなコンテンツができるとよい。
 既存の枠組みにとらわれず、柔軟性と多様性をもつことが必要である。デジタルスポーツ、eスポーツは誰にとっても親しみやすいもの
となる可能性がある。これまではゲームとされていたものも、見方を変えてスポーツとすることも必要かもしれない。

【スポーツの価値】
 子供の野球で「リトルリーグ」があるが、親の出番が多すぎるため、親が負担を懸念して子供がリトルリーグに入ることを拒む人もいる。
しかし、子どもに準備から全てさせることは、スポーツを実際にやること以上に学ぶことが多く、大切であると思う。また、学生スポーツで
も、勝利至上主義から人間力形成にシフトしており、勝つ前に人間として行うべきことを教えるようになってきた。

 スポーツ実施率の向上ばかりを考えていたが、ウェルビーイング（質）をどう実現するのかを考えていく必要がある。そのために、
スポーツに関する情報を適切に運用していく都民のリテラシーを育てる必要があるのではないか。フィジカルリテラシーの重要性は国のス
ポーツ基本計画にも入っており、情報社会で不可欠な力である。
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１ 策定の目的

３ 現状と課題

「学校部活動の地域連携・地域移行に関する推進計画」の概要について
令和５年度から7年度までの改革推進期間における取組の展望を明らかにし、休日等における都内公立中学校等の部活動の地域連携
・地域移行を推進

２ 推進目標

❖ 部活動の指導や運営を負担に感じている教員は約77％
❖ 自分の専門の部活動について、休日に指導や運営に携わりたくない教員は約71％
❖ 令和５年度、都内全62地区において、地域連携・地域移行に関する協議会等を設置・開催

令和７年度末までに、都内全ての公立中学校等で、地域や学校の実態に応じ、地域連携・地域移行に向けた取組が行われていること
を目指すとともに、休日に教員が部活動の指導に携わる必要がない環境の構築を、段階的かつ可能な限り早期に実現していく。

ア 各区市町村（62地区）との情報交換会の開催

‣各地区の成果や課題を把握することを目的に意見交換会を実施

（１）区市町村における地域連携・地域移行に向けた都の取組

ウ 関係者間の連絡体制の構築

‣関係者と定期的に連絡調整する場を設け、連携を強化

エ 関係者への情報発信
‣関係者を対象とした部活動改革シンポジウム（仮称）等を開催

オ 休日等の指導者の確保

‣関係大学と連絡会等を開催し、TEPROへの登録を促進

カ 休日等の指導者の質の向上
‣都立学校部活動指導員の研修資料を区市町村等に提供

ク 教員等の兼業・兼職
‣円滑に兼業・兼職の許可を得られるよう、規程や運用の改善

Ｐ３〜

４ 取組の方向 ❖ スポーツ・文化芸術団体等と連携し、学校と地域が協働・融合した形で、関係者間の連絡体制の構築や指導者を確保
❖ 東京都は、休日の学校部活動の段階的な地域連携・地域移行を進め、区市町村の進捗に対して適切に助言
❖ 都立中学校等における一部の部活動において、先行的に地域連携・地域移行を推進、その成果を区市町村に発信

Ｐ２〜

Ｐ１〜

Ｐ１〜

Ｐ１〜

イ 部活動検討委員会の開催

‣持続可能なスポーツや文化芸術環境の構築について検討

キ 「未来へ つなぐ 部活動改革 アンケート」の実施

‣生徒、保護者、教員を対象としてアンケートを実施

令和６年５月

５ 都の取組
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ア 都立中学校等における地域連携・地域移行促進事業

‣実施部を70部に増やし、地域連携・移行に関する実証事業を実施
‣休日に教員が部活動の指導に携わる必要がない環境を構築

イ 都立高校における部活動改革パイロット校

‣実施校の一部の部活動における休日等の運営を民間事業者に委託
‣働き方改革の一つのモデルとしてその成果を都立高校に発信

（２）都立学校における地域連携・地域移行に向けた都の取組

ア 部活動指導員及び外部指導者の配置

‣単独指導や大会引率等を担う部活動指導員(非常勤職員)の配置
‣専門的な技術指導等を行う外部指導者(有償ボランティア)の配置

（３）区市町村における部活動の地域連携・地域移行に向けた都による経費の補助

地域連携・地域移行に向けた協議会等の開催

イ コーディネーター等の配置

‣区市町村で団体等と連絡調整を行う総括コーディネーターの配置
‣中学校で運営団体と連絡調整を行うコーディネーターの配置

＜総括コーディネーター及びコーディネーターの役割＞
関係団体や各学校に配置するコーディネーター等と調整を行う。
学校とスポーツ・文化芸術団体との連絡調整を行う。

エ 休日の地域クラブ活動における指導者の配置

‣実技指導等を行う指導者の配置に係る謝金
‣教育的意義や体罰防止等に関する研修会開催

計画に基づく地域連携・地域移行の推進令和6年度の早期に方針及び計画等を策定

Ｐ８〜

Ｐ12〜

オ その他

‣地域連携・地域移行に係る体制構築のための費用を支援
（例）ヘルプデスク設置の委託、課題把握のための調査費用

６ 区市町村の取組

７ 地域連携・地域移行に係る成果指標

Ｐ15〜

❖ 運動・文化芸術活動が有意義だと感じている生徒の増加
❖ 教員が指導に携わらない休日の部活動の増加
❖ 教員の部活動への従事時間の縮減

Ｐ17

８ 本推進計画の見直し
本推進計画の適合性の点検・見直しを行い、各施策の取組状況等を踏まえつつ、適宜、内容を見直し・改訂

Ｐ17

都は、区市町村が地域連携・地域移行を推進できるよう、次の経費を補助するとともに、国に対して令和７年度以降の支援について働きかけていく。
ウ 地域連携・地域移行の推進に向けた協議会等の開催

‣区市町村の方針策定や体制構築等に係る協議会開催等を支援
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はじめに 

 
中学校等（義務教育学校後期課程、中等教育学校前期課程、特別支援学校中学部を含む。以下同じ。）に

おける部活動は、これまで生徒のスポーツ・文化芸術に親しむ機会を確保し、生徒の自主的・主体的な参
加による活動を通じて、達成感の獲得、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等に資するとともに、自
主性の育成にも寄与するものとして、大きな役割を担ってきました。 

しかしながら、部活動を巡る状況については、近年、少子化が深刻化する中、特に持続可能性という面
での課題や、競技経験のない教員が指導せざるを得ない点、休日も含めた運動部活動の指導や大会への引
率、運営への参画が求められる点など、教員にとって負担となっていることも指摘されています。 

こうした状況を踏まえ、令和２年９月に、文部科学省、スポーツ庁、文化庁は、学校の働き方改革を踏
まえた部活動改革として、「令和５年度以降、休日の部活動の段階的な地域移行を図るとともに、休日の部
活動の指導を望まない教員が休日の部活動に従事しないこととする。」と示しました。 

令和４年 12 月に、スポーツ庁・文化庁は、「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する
総合的なガイドライン」を策定し、学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行について、令和５年
度から令和７年度までの３年間を改革推進期間と位置付け、学校部活動の適正な運営や効率的・効果的な
活動の在り方や、新たな地域クラブ活動を整備するための必要な対応を示しました。 

東京都は、部活動検討委員会において、都内公立学校における部活動の地域連携・地域移行に向けた課
題整理を行うとともに、国の方向性も踏まえ、改革推進期間において、都内の公立中学校等の休日におけ
る部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行が推進されるよう、令和５年３月に、「学校部活動の地域連
携・地域移行に関する推進計画」を作成しました。 

本計画を踏まえ、各区市町村においては、これまで「学校単位」で教員が担うことを前提として行われ
てきた部活動の教育的意義や役割を地域に継承・発展しつつ、生徒が地域でスポーツ・文化芸術活動に親
しめる環境を構築していく必要性について、生徒をはじめ、学校、地域、保護者で共通理解を得られるよ
う意識改革を図り、部活動の地域連携・地域移行に向けて、取り組んでいるところです。例えば、令和５
年度には、全ての区市町村において、地域連携・地域移行の推進に向けた協議会が設置・開催されました。 

今般、令和５年度における各施策の取組状況等を踏まえつつ、部活動改革の一層の推進を目指し、本計
画の見直し・改訂を行いました。区市町村においては、本推進計画を参考に、生徒にとって魅力あるスポ
ーツ・文化芸術活動を確保するとともに、教員の負担軽減につながる取組を一層推進していただきますよ
うお願いいたします。 
 

令和６年３月 
 東京都     
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１ 学校部活動の地域連携・地域移行に関する推進計画の策定の目的 
「学校部活動の地域連携・地域移行に関する推進計画」（以下「推進計画」という。）は、別途策定し

た「学校部活動及び地域クラブ活動に関する総合的なガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）
を踏まえ、学校部活動に関する課題の解決を図り、各地区の実態に合った地域連携・地域移行を実現す
るため、令和５年度から令和 7 年度までの改革推進期間における取組の展望を明らかにし、都内公立中
学校等の休日等における部活動の地域連携・地域移行を推進することを目的として策定する。 

 
２ 地域連携・地域移行に向けた推進目標 

令和７年度末までに、都内全ての公立中学校等で、地域や学校の実態に応じ、地域連携・地域移行に向
けた取組が行われていることを目指すとともに、休日に教員が部活動の指導に携わる必要がない環境の構
築を、段階的かつ可能な限り早期に実現していく。 

 
３ 現状と課題 
（１） 都内公立中学校等における部活動の実態 

東京都教育委員会による「令和５年度部活動実施状況に関する調査」では、次のような実態が明
らかになった。 
 運動部活動 文化部活動 
設置数 約 4,400 部 約 3,000 部 
休日に活動している部活動 89.1％ 27.5％ 
専門的な技術指導ができる顧問の配置 52.1% 55.3% 
部活動指導員の配置 17.8％ 7.4％ 
専門的な技術指導を行う外部指導者の配置 37.6％ 29.6％ 

（２） 部活動に対する教員の実態 
東京都教育委員会による「未来へ つなぐ 部活動改革 アンケート」（令和５年度）では、次のよ

うな実態が明らかになった。 
部活動の指導や運営を負担に感じている、やや感じている教員 77.2％ 
自分の専門の部活動について、休日に指導や運営に携わりたくない教員 71.1％ 
自分の専門ではない部活動について、休日に指導や運営に携わりたくない教員 92.0％ 
部活動の指導や運営によって支障が生じている業務（複数回答） 教材研究 74.0％ 

生徒指導 50.6％ 
（３） 地域連携・地域移行に向けた取組の状況 

東京都教育委員会による「令和５年度部活動実施状況に関する調査」では、次のような状況が明
らかになった。 
 令和４年度 令和５年度 
協議会等を開催済み 27 区市町村 62 区市町村 
計画等を策定済み  ３区市町村  ８区市町村 
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（４） 大会の参加の資格等 
ア 東京都中学校体育連盟主催の大会 

日本中学校体育連盟の方向性を踏まえ、東京都中学校体育連盟は、令和５年度から、地域のスポー

ツ団体等の活動に参加する中学生が東京都中学校体育大会に参加できることとした。 

主催大会では、個人競技のみならず団体競技等においても、外部指導者による引率を可能とすると

ともに、個人競技においても、校長・教員・部活動指導員が引率できない場合に限定することなく、

校長が認めた上で外部指導者による引率を可能とするよう、引率規定が見直された。 

イ 東京都中学校文化連盟主催の大会 
東京都中学校文化連盟は、全国中学校総合文化祭につながる主催大会の全ての部門において、地域

クラブ活動が参加できるよう、規定の見直しを進めている。 

 
４ 取組の方向 
（１） 東京都の役割 

ア スポーツ・文化芸術団体等と連携し、学校と地域が協働・融合した形で、関係者間の連絡体制の構
築や指導者の確保など地域のスポーツ・文化芸術環境の充実を図る。 

イ 休日における地域連携・地域移行について、国は、令和５年度から令和７年度までの３年間を改革
推進期間と位置付けている。東京都では、スポーツ・文化芸術環境整備のための取組を重点的に行っ
ていくため、本推進計画に基づき、休日の学校部活動の段階的な地域連携・地域移行を進め、区市町
村の進捗に対して適切に助言を行う。 

ウ 東京都は、国の改革推進期間終了後も、学校部活動の地域連携・地域移行に向けた環境整備に係る
進捗状況等を評価・分析し、継続して地域のスポーツ・文化芸術環境の充実に取り組む。 

エ 東京都が運営団体となり、都立中学校等における一部の部活動において、先行的に地域連携・地域
移行を推進し、その成果を区市町村に発信する。 

オ 都内におけるスポーツ・文化芸術団体等の協力を得ながら、部活動指導員や外部指導者の確保に努
めるとともに、区市町村からの求めに応じて指導者を紹介できるよう、公益財団法人東京都教育支援
機構（以下「TEPRO」という。）の活用促進を図る。 

（２） 休日等の活動の在り方 
ア 地域連携・地域移行における環境整備について、まずは、休日における地域の環境整備を着実に進

める。また、地域連携・地域移行に関する東京都の取組について、生徒や保護者等の理解を得られる
よう周知する。 

イ 平日における環境整備については、地域の実情に応じて行えるよう、休日における地域の取組等を
検証して検討を進める。  
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５ 都の取組 
（１） 区市町村における地域連携・地域移行に向けた都の取組 

東京都は、区市町村立学校において、地域の実態に応じた地域連携等が推進されるよう、以下の取
組を行う。 

ア 区市町村との情報交換会の開催 
○ 各地区の取組の推進状況、成果や課題等を把握することを目的に、全ての区市町村と意見交換会

を開催する。 
また、東京都は、区市町村が、２の「地域連携・地域移行に向けた推進目標」の達成に向けた取

組を進める上で必要な助言等を行う。【都教委・生文ス局】 
 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

区市町村との情報交換会
の開催 

   

 

イ 部活動検討委員会の開催 
○ スポーツ・文化担当部署や生涯学習・社会教育担当部署、学校の設置・管理運営を担う担当部署、

学校、保護者等の関係者から構成する部活動検討委員会を年３回程度開催し、「学校部活動及び地
域クラブ活動に関する総合的なガイドライン」を踏まえ、中学校等（特別支援学校中学部を含む）
における部活動の地域連携・地域移行に向けた持続可能なスポーツや文化芸術環境の構築について
検討する。検討内容については、ホームページに掲載するなどして、広く情報発信する。【都教委】 

 
 
 
 
 
 
 
 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

部活動検討委員会の開催 
   

 

＜部活動検討委員会の設置目的＞（「部活動検討委員会設置要項」から抜粋） 
(1) 区市町村立中学校等及び都立中学校・高等学校等における教員の負担軽減、生徒の自主的・

自発的な活動、科学的トレーニングの積極的導入等による合理的でかつ効率的・効果的な活動
の推進、生徒の多様なニーズに応じた活動等による部活動の充実 

(2) 子供たちのスポーツ・文化芸術に親しむ機会を確保するため、学校と地域が協働・融合し
た形でのスポーツ・文化芸術活動のための環境整備等 

情報交換会の開催 評価 

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ・計画の見直し 地域連携・地域移行の推進に向けた協議 評価 
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ウ 関係者間の連絡体制の構築 
○ スポーツ・文化芸術環境の効果的・効率的な整備充実に向け、関係団体、学校関係者等が情報共

有等を通じて緊密に連携していけるよう、定期的・恒常的に連絡調整する場を設けるなど体制を整
備する。【都教委・生文ス局】 

○ 区市町村スポーツ主管課長会議、区市町村担当者向け研修会等において、地域連携・地域移行に
関する取組状況等について情報提供する。【生文ス局】 

 

 

エ 関係者への情報発信 
○ 地域連携・地域移行の背景や、地域におけるスポーツ・文化芸術環境の将来像、見込まれる効果、

スケジュール等について、区市町村、生徒や保護者、スポーツ・文化芸術関係者、学校関係者等に
対して、定期的に周知する。【都教委・生文ス局】 

○ 各地区の優れた取組や課題を共有することを目的に、区市町村、保護者、スポーツ・文化芸術関
係者、学校関係者等を対象として、部活動改革シンポジウム（仮称）等を開催する。【都教委】 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

関係者への情報発信 

   

 

オ 休日等の指導者の確保 
○ 生徒にとってふさわしい地域のスポーツ・文化芸術等に親しむ環境を整備するために、専門性や

資質・能力を有する指導者を確保できるよう、指導者になり得る人材を有する団体の研修会・説明会
等の場を活用し、地域連携・地域移行に関する情報提供や TEPRO サポーターバンクへの登録促進に
取り組む。【都教委・生文ス局】 

○ 地域のスポーツ・文化芸術団体の TEPRO サポーターバンクへの登録を促し、TEPRO サポータ
ーバンクから学校へ紹介できるサポーター数を増やすことで、登録団体の協力を得ながら、学校部
活動及び地域クラブ活動の運営団体・実施主体による指導者の配置を支援する。【都教委】 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

関係者間の連絡体制の
構築 

   
 定期的に連絡調整 関係者との連携を強化 

リーフレット作成 関係者に周知、改訂版の作成 

ニュースレターの配信 

部活動改革シンポジウム（仮称）の開催 
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※ TEPRO サポーターバンク事業︓支援を求める都内公立学校に、学習支援、部活動支援、教
職員の事務支援等、様々な分野の登録サポーターを、TEPRO が紹介する事業 

○ 区市町村において、近隣大学の学生を活用して、地域でスポーツ・文化芸術に関する指導に当た
ることや、合同練習等を促進していくことも考えられることから、大学におけるスポーツや文化芸
術活動の統括団体等と連携しながら、関係大学と連絡会等を開催し、体育系、文化系、教員養成系
の学部を有する大学との連携を強化していく。【都教委】 
 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

休日等の指導者の確保 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜想定する指導者＞ 
スポーツ・文化芸術団体の指導者、部活動指導員となっている者、退職教員、 
教員等（兼業・兼職）、企業関係者、公認スポーツ指導者、スポーツ推進委員、 
競技・活動経験のある大学生や保護者 など 

人材バンクにおける部活動指導支援サポーター登録数を順次拡大 

大学等に依頼 大学に依頼・大学生等による指導を拡大 

【都教委】 

【TEPRO･都教委･生文ス】 
関係大学と連絡会等を開催 

（参考）【東京都教育委員会と日本体育大学との連携協力に関する協定の締結について】 
令和５年 12 月 20 日、東京都教育委員会と日本体育大学は、日本体育大学の体育分野や健康

管理分野における専門的な教育力及び研究力を活用した連携事業を推進することにより、学校部
活動の地域連携・地域移行の実現などを図ることを目的とした連携協力に関する協定を締結し
た。 
 主な連携協力事項は、次のとおり。 

・ 部活動の地域連携・地域移行における調査・研究の充実に資すること 
・ 日本体育大学が有する教育・研究力を生かし、東京都教育委員会が指定した都立学校等

の運動部活動の運営に関すること 
・ 学校の部活動における、日本体育大学の学生等による指導に関すること 
・ その他、体育活動・健康教育の充実を図る上で必要と認められる事業に関すること 
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カ 休日等の指導者の質の向上 
○ 学校部活動における合理的でかつ効率的・効果的な活動の推進、効果的な練習方法、指導上の留

意点、安全面の注意事項、暴力やハラスメントの根絶等に関する内容をまとめたガイドラインにつ
いて、地域クラブ活動を実施する際の参考資料とするため、外部指導者やスポーツ・文化芸術団体
等の関係者に情報提供を行う。【都教委・生文ス局】 

○ 都立学校の部活動指導員を対象とし、適切な指導等について学べる研修を実施している。その資
料を区市町村教育委員会等に提供し、中学校の部活動指導員研修での活用を促す。【都教委】 

 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

休日等の指導者の質の
向上 

   

 

 

 

キ 「未来へ つなぐ 部活動改革 アンケート」の実施 
○ 都内の公立学校等に在籍する生徒及びその保護者、都内公立中学校等に所属する教員を対象とし

てアンケートを実施し、部活動の地域連携・地域移行に関する意識を把握する。【都教委】 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
「未来へ つなぐ 部活
動改革 アンケート」
の実施 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガイドラインを広く周知 

部活動指導員の研修資料を提供、活用を促す 

指導者にガイドラインの活用を促す 

アンケートの実施による生徒、保護者、教員の意識の把握 
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ク 教員等の兼業・兼職 
○ 都立中学校等で試行的に実施する実証事業の一環として、休日の部活動指導を含め、教員の部活

動指導に関する意識調査等を行い、実態を把握する。同調査の結果を基に、希望しない教員が指導
に携わらない体制、部活動指導の在り方について検討する。【都教委】 

○ 地域クラブ活動での指導を希望する教員等が、適切に兼業・兼職を行えるよう、また、指導を希
望しない教員が兼業・兼職により指導を行うことのないよう徹底するとともに、必要に応じて規程
や運用の改善を行う。【都教委】 

 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
教
員
等
の
兼
業･

兼
職 

希望しない教員が
指導に携わらない
体制づくり 

  
 

 

規程や運用の改善 
   

 
 

 

＜留意事項＞（令和５年２月９日付４教人職第 2642 号「『公立学校の教師等が地域クラブ活動に従事する場合の

兼職兼業について（手引き）』について（送付）」から抜粋） 
（１） 校長は、周囲による黙示的な圧力により、教師等が無理に兼業等を希望させられること

が無いよう、申請があった際は本人の意思等をよく確認すること。 
（２） 兼業等を希望する教師等は、地域団体等の活動に従事する予定であった時間において教

師等としての勤務が急遽必要となった場合には教師等としての勤務に当たれるようにし
ておくなど、あらかじめ、学校の業務と地域団体等の業務の関係について委嘱を受ける際
に整理しておくこと。 

（３） 校長は、教師等から兼業等の申請があった際は、地域団体等の事業内容、地域団体等に
おける当該教師等の雇用形態・期間や業務内容、労働時間通算の対象となるか否か等につ
いて確認すること。また、兼業等期間中においても、当該教師等の労働時間や在校等時間
を把握し、兼業等と通算した時間が長時間にわたることがないよう、教師等の心身の健康
の管理を適切に行うこと。 

（４） 兼業等に従事する場合は、教師等としての職務がおろそかになることや、地域団体等か
ら社会通念上適当とはいえない高額な給与等をもらうこと、団体等に学校の生徒等を勧
誘して見返りにリベート等をもらうなど利益相反行為に当たるようなことなど、公務員
としての職務の公正さに疑念を抱かれるようなことがないようにすること。 

（５） 教師等が兼業等により地域団体等で指導等を行う場合でも本務に支障がないことにつ
いて保護者等に説明し、理解と協力を得られるよう取り組むこと。 

教員の意識調査 体制について検討 体制づくり、周知 

課題把握 規程や運用の見直し、必要に応じて改善 

５（２）アの実証事業で課題把握 ５（２）アの実証事業で課題把握 
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（２） 都立学校における地域連携・地域移行に関する取組 
休日の部活動における段階的な地域移行について、都立学校で試行的に実施し、地域クラブ活動へ

の移行体制を構築していく。 

ア 都立中学校等における地域連携・地域移行促進事業（10 校） 
○ TEPRO が、総括コーディネーター等の業務を担い、都教育委員会として、都立中学校等の一部

の部活動の地域連携や地域移行に関する実証事業を実施する。長期休業中も含め、各地域クラブ活
動を実施し、人材バンクを活用した地域連携・地域移行の在り方を検証し、その成果を区市町村に
発信していく。【都教委】 

○ 令和８年度以降、都立中学校等において、休日は学校部活動ではなく地域クラブ活動を実施する
など、休日に教員が部活動の指導に携わる必要がない環境を実現することを目指す。【都教委】 
 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
都立中学校等における
地域連携・地域移行促
進事業 

   

 

＜事業概要＞ 
・ 都教育委員会、実施校、地域スポーツ団体、民間事業者、個人指導者等と連絡・調整等の業

務を行う事務局を組織し、設置する。 
・ TEPRO のコーディネーターが、運営団体である都教育委員会、学校との連絡調整役を担う。 
・ 人材バンクの機能を有する TEPRO は、地域や実施校の実態に応じて、適切な指導候補者、

指導候補団体を選定する。 
・ 年３回程度、事務局担当者、指導者、実施校管理職及び顧問を構成員とする連絡会を開催す

る。その際、地域クラブ活動中の生徒同士のトラブルや事故等の対応を含む管理責任の主体を
明確にし、共通理解を図る。 

・ 研修等を実施し、生徒の心身の健康管理、事故防止及び体罰・ハラスメントの根絶を徹底す
る。 

・ 学校部活動と地域クラブ活動が併存することから、生徒の成長や生活全般を見通し、実施主
体と実施校とが連携し、調整を図る。 

・ 学校施設を活用した地域クラブ活動の実施に当たって、課題を把握し、学校外から施設への
動線や入口の環境等の施設管理上の課題を把握し、その解決策の検討内容について、情報発信
する。 

・ 実施する部活動以外の部活動において、地域連携・地域移行に関する課題を把握し、地域ク
ラブ活動の更なる充実に向けて検討する。 

試行的に実施 70 部程度で試行実施 更に拡大 
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＜令和５年度の成果と課題＞ 
○ 成果 

・ TEPRO が、生徒の出欠確認、指導者との連絡調整、保険加入手続、事故対応等を担い、
休日の活動を学校部活動ではなく地域クラブ活動として運営したことにより、教員の負担
を軽減することができた。 

・ 指導者の選定において、各学校から教育指導上の意見を聴取するとともに、面接や研修を
実施し、専門的な指導力を有する人材を各学校の状況とマッチングさせた上で派遣したこ
とにより、生徒の技能やモチベーションを向上させ、充実した活動を実施することができ
た。 

○ 課題 
・ 学校部活動と地域クラブ活動の実施形態の違いについて、保護者や生徒、教員に対する理

解啓発を一層図る必要がある。 
・ 学校の教職員が関わらなくても、運営団体・実施主体の職員のみで学校施設の解錠及び施

錠等を行うことができる体制を整備する必要がある。 
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＜事業実施における課題と対応の方向性＞ ◎︓主担当、〇︓副担当 

事項 課題 対応の方向性 都教委 TEPRO 学校 

指
導
者
の
確
保 

各校のニーズの把握 
・移行対象の部活動 
・求める指導者  等 

各校長への聞き取り 
◎ ○  

各校のニーズに即した指
導者の確保 

・個人指導者や民間事業者の開拓 
・都体協との連携による地域スポーツ団

体等を通じた確保 

 ◎  

指導者の質の向上 指導者研修の実施 
・体罰、ハラスメント防止 
・救急救命 
・人権意識、個人情報保護  等 

○ ◎  

教員の兼業・兼職の運用 国の方針を踏まえた許可の基準や手続き
等の整理 

◎   

部
活
動
の
円
滑
な
実
施 

学校から指導者への指揮
命令の整理 

・TEPRO を核とした連絡・報告体制の
構築 

・訟務員や弁護士の活用 
○ ◎ ○ 

平日の指導内容との一貫
性の担保 

・定期的に、指導者、顧問教諭、TEPRO
で打合せを実施 

・個々の活動についての学校への引き継
ぎ（報告書等を TEPRO 経由で送付） 

○ ◎ ◎ 

活動時間や生徒の出席の
管理 

・活動開始・終了時の TEPRO への連絡 
・出席確認アプリ等の導入検討 

 ◎ ○ 

施
設
の
確
保 

休日の施設の確保 既存の学校施設の活用  ◎ ○ 

学校施設の管理 
（解錠、施錠等） 

・校内の他の部活動、併設高校や後期課
程における教員の対応 

・TEPRO の職員のみで解錠、施錠等を
行うことができる体制の整備 

 ◎ ○ 

緊
急
時
の
対
応 

事故発生時の初期対応等
の整理 

緊急時マニュアルの作成 
◎ ○ ○ 

休日の連絡体制の整備 ・休日出勤のシフトの構築（TEPRO） 
・緊急連絡先の確保（都教委、学校） 

○ ◎ ○ 

生徒や指導者がけがをし
た際の補償 

指導員のスポーツ安全保険（傷害保険、
賠償責任保険等）への加入 

 ◎  

保
護
者
の
理
解 

・保護者や生徒への事前
説明 

・保護者や生徒、教員に
対する理解啓発 

・説明会の開催により事業の趣旨や運営
体制、指導方法等を説明 

・学校部活動と地域クラブ活動の違いに
ついて理解啓発 

 

○ ◎ ○ 
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イ 都立高校における部活動改革パイロット校（７校） 
○ 実施校の一部の部活動における休日等の運営を民間事業者に委託するなど、専門性の高い指導者か

ら技術指導を受けられるようにするとともに、教員の負担軽減を図る。 
平日、長期休業中も含め、生徒のニーズに応じた指導者を派遣し、各部活動を実施する。その成果

を、教員の働き方改革の一つのモデルとして都立高校に発信する。【都教委】 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

都立高校における部活
動改革パイロット校 

   

＜事業概要＞ 
・ 都教育委員会、実施校、地域スポーツ団体、民間事業者、個人指導者等と連絡・調整等の業

務を行う事務局を組織し、設置する。 
・ 委託事業者は、実施校や生徒のニーズに応じ、適切な指導候補者、指導候補団体を選定する。 
・ 年３回程度、事務局担当者、指導者、実施校管理職及び顧問を構成員とする連絡会を開催す

る。その際、地域クラブ活動中の生徒同士のトラブルや事故等の対応を含む管理責任の主体を
明確にし、共通理解を図る。 

・ 研修等を実施し、生徒の心身の健康管理、事故防止、体罰・ハラスメントの根絶を徹底する。 
・ 平日の学校部活動と休日の地域クラブ活動において、一貫した指導体制を図るため、平日の

学校部活動に、地域クラブ活動の指導者を外部指導者として派遣する。 
・ 外部指導者による専門的指導により、競技力向上を図る。 
・ 学校部活動と地域クラブ活動が併存することから、生徒の成長や生活全般を見通し、実施主

体と実施校とが連携し、調整を図る。 
・ 休日の部活動の民間委託による教員の負担軽減について、効果検証する。 

試行的に実施 効果検証を踏まえ、展開を検討 
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（３） 区市町村における部活動の地域連携・地域移行に向けた経費の補助 
都教育委員会は、区市町村が実態に応じて、地域連携・地域移行を推進できるよう、各事業の経費

を補助するとともに、国に対して令和７年度以降の支援について、引き続き、働きかけていく。 
そのため、次の支援策は、令和６年度のものであり、令和７年度以降は変更となる可能性がある。 

ア 部活動指導員及び外部指導者の配置 
○ 国の事業を活用し、区市町村におけるスポーツ・文化芸術環境の整備に向けて、適切な活動時間

や休養日の設定など、部活動の適正化を進めている部活動指導員の配置を支援する。 
各学校において、教員に代わって部活動の顧問として、指導や大会引率を担うことにより、生徒

のニーズを踏まえた充実した活動とするとともに、教員の部活動指導における負担軽減を図る。 
【国・都教委】 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

部活動指導員の配置 
  

 
 

 
○ 区市町村が、中学校等の部活動に外部指導者の配置を行う場合において、その経費の一部を支援

する。外部指導者の積極的な活用を促進することで、専門的な技術指導等による部活動の質の向上
を図る。【都教委】 

＜令和５年度の成果と課題＞ 
○ 成果 

・ 委託事業者が、休日の活動を学校部活動ではなく地域クラブ活動として運営したことによ
り、教員の負担を軽減することができた。 

・ 指導者の選定において、各学校から教育指導上の意見を聴取するとともに、面接や研修を
実施し、専門的な指導力を有する人材を各学校の状況とマッチングさせた上で派遣したこ
とにより、生徒の技能やモチベーションを向上させ、充実した活動を実施することができ
た。 

・ 文化芸術活動である吹奏楽の活動についても、試行実施をとおして、事業委託により専門
的な指導が可能であることが分かった。 

・ 学校施設の解錠及び施錠について委託する際の課題が明確になった。 
○ 課題 

・ 学校の教職員が関わらなくても、運営団体・実施主体の職員のみで学校施設の解錠及び施
錠等を行うことができる体制を整備する必要がある。 

効果的な配置を促進 配置に係る経費を一部補助 
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内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

外部指導者の配置 
   

 

イ コーディネーター等の配置 
○ 区市町村における関係団体等と連絡調整を行う総括コーディネーターの配置を支援する。 

【都教委】 
○ 中学校における運営団体と学校との連絡調整を行うコーディネーターの配置を支援する。 

【都教委】 
○ 区市町村における関係者との連絡調整・指導助言等を行う総括コーディネーターの担い手確保の

ためのリクルート活動や総括コーディネーターの研修会の開催を支援する。【都教委】 
○ 地域クラブ活動の運営団体・実施主体と中学校の連絡調整・安全管理、指導者の派遣管理等に関

するコーディネーター向け研修会の開催を支援する。【都教委】 
 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

コーディネーター等の
配置 

  
 

 

 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 

 

 
 

効果検証の上、展開を検討 配置に係る経費を一部補助 

配置を支援 展開を検討 

＜総括コーディネーター及びコーディネーターの具体的な役割＞ 
（次の役割以外にも、地域の実態に応じた多様なバリエーションが考えられる） 
○ 総括コーディネーター 

・ 区市町村に配置し、地域移行の受け皿となる関係団体や各学校に配置するコーディネー
ター等と連絡・調整を行う。 

・ 地域のスポーツ・文化芸術団体の情報を集約するなど地域クラブ活動の実施に向けた体
制を整備する。 

・ 各学校のニーズに応じて各学校に配置しているコーディネーターに情報を提供する。 
○ コーディネーター 

・ 各学校に配置し、学校部活動の状況を整理するとともに、各部活動の状況に応じて指導
者等を総括コーディネーターに依頼する。 

・ 活動場所、スケジュール等について、地域のスポーツ・文化芸術団体との連絡調整や安
全管理を行う。 
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ウ 地域連携・地域移行の推進に向けた協議会等の開催 
○ 区市町村の方針策定や体制構築等に係る協議会開催等を支援する。【都教委】 
○ 区市町村において、地域のスポーツ・文化芸術団体の関係者、保護者等を対象とした説明会開催

を支援する。【都教委】 
 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
地域連携・地域移行の
推進に向けた協議会等
の開催 

  
 

 

 
 

エ 休日等の地域クラブ活動における指導者の配置 
○ 地域クラブ活動において実技指導等を行う指導者の配置に係る謝金を支援する。【都教委】 
○ 地域クラブ活動の指導者を対象として教育的意義や体罰防止等に関する研修会開催を支援する。 

【都教委】 
 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
休日等の地域クラブ活
動における指導者の配
置 

  
 

 

地域クラブ活動の指導者
を対象とした研修会開催 

   

 

 

オ その他 
○ 地域連携・地域移行に係る体制構築のための費用を支援する。（ヘルプデスク設置の委託、課題

把握のための調査費用 等）【都教委】 
 

内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

体制構築のための費用
を支援 

  
 

 

 
 
 

経費の一部を補助 実施を検討 

配置を支援 展開を検討 

開催を支援 展開を検討 

準備に係る費用を支援 実施を検討 
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６ 区市町村の取組 
２の「地域連携・地域移行に向けた推進目標」を達成するため、次のとおり、区市町村における取組例

を示す。また、東京都は、区市町村が取組を進める上で必要な助言等を行う。 
（１） 協議会等の開催 

地域連携・地域移行に向けた協議会等を引き続き開催し、令和６年度中に各地区における地域連携・
地域移行に向けた方針及び計画等を検討・策定するともに、休日に教員が部活動の指導に携わる必要
がない環境の構築を、段階的かつ可能な限り早期に実現していく。 
＜検討項目例＞ 

①「新たなスポーツ・文化芸術
環境」の在り方やその充実方
策 

・所管の学校部活動における現状と課題の整理 
・「設置する学校に係る部活動の方針」の改善 

②「スポーツ・文化芸術団体
等」の整備や支援 

・活動の運営団体・実施主体の形態 
・スケジュール 
・複数の中学校の生徒が参加する合同部活動 
・運営団体を学校から区市町村とし、合同部活動・拠点校方式の活動 
・総括コーディネーター・コーディネーターの配置及び人材育成 
・総括コーディネーター・コーディネーター等による、関係団体と学

校との連絡調整 
・平日と休日の一貫した指導体制 
・事故発生時の責任の所在、生徒同士のトラブルが起こったときの対

応 
・事故発生時の対応、連絡体制 

③指導者の質の保障・量の確
保方策 

・部活動指導員、外部指導者の配置・拡充 
・地域クラブ活動等から学校部活動への指導者派遣 
・地域クラブ活動等への教員の兼業・兼職による指導者派遣 
・学校部活動の地域クラブ活動等への外部委託 
・効率的・効果的な指導の推進 

④活動場所となる施設の確保
方策 

・休日の地域クラブ活動における学校施設の管理方法 
・指定管理者制度や業務委託の活用 

⑤「大会」の在り方 
 

・大会引率者の留意事項 
・大会運営の補助又は委託 
・大会時の審判員派遣 

⑥「会費」や「保険」の在り
方 

・会費の徴収 
・困窮世帯への支援 
・保険の加入 

⑦「関連諸制度等」の在り方 ・希望する教員の兼業・兼職による指導 
・「営利目的か非営利目的か」を問わない学校施設の開放・活用促進 

※ 運営団体︓地域クラブ活動を実施していく上で、その基盤となる組織。学校での部活動に代わっ
て生徒を受け入れ、活動場所の利用調整、学校や競技団体等との連絡調整、スケジュー
ル管理等を行い、スポーツ・文化芸術活動の機会を提供する役割を担う。 

※ 実施主体︓指導者の確保や調整を行い、活動場所に赴いて指導することや、活動場所の確保、安
全管理を行う役割を担う。 

※ 運営団体と実施主体は、別の団体であることも、同じ団体であることも、どちらも考えられる。 
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（２） 方針及び計画等の策定 

（１）の協議会等における協議・検討を踏まえ、令和６年度の早期に、各地区における地域連携・

地域移行に向けた方針及び計画等を策定する。 
 

（３） 方針及び計画等に基づく地域連携・地域移行の推進 
（２）の方針及び計画等に基づき、令和７年度末までに、次の取組例を参考に、地域連携・地域移

行に向けた取組に着手し、生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむ環境の充実を図る。 

＜取組例＞ 

地
域
連
携 

※ 運営団体︓学校や教育委員会 
・部活動改革の中核的な役割を担う総括コーディネーター等を配置し、地域連携・

地域移行の体制整備を促進 
・地域の人材を部活動指導員又は外部指導者として配置・拡充 
・コーディネーターが、関係団体と学校との連絡調整を担当 
・地域のスポーツ団体や文化芸術団体と連携し、指導者を派遣 
・指導を地域のクラブ等へ委託 
・複数の中学校の生徒が参加する合同部活動を実施 
・運営団体を学校から区市町村とし、合同部活動・拠点校方式の活動を実施 
・地域の施設を利用し、活動場所を確保 

地
域
移
行 

※ 運営団体︓区市町村の委託団体、地域のクラブ等 
・部活動改革の中核的な役割を担う総括コーディネーター等を配置し、体制整備を

促進 
・コーディネーターが、関係団体と学校との連絡調整を担当 
・地域のスポーツ団体や文化芸術団体等と連携し、指導者を地域クラブ活動に派遣 
・希望する教員の兼業・兼職による指導の実施 
・学校施設の活用方法 
・会費の徴収 
・困窮家庭への支援 
・保険への加入 
・大会等における運営協力者や審判等を派遣 
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７ 地域連携・地域移行に係る成果指標 
部活動の地域連携・地域移行に関する取組を推進し、その効果を以下の指標で把握する。 
なお、検証内容については、以下の定量的なデータのほかにも、地域連携・地域移行の効果的な取組事

例等の情報も併せて収集する。 
 

 
 
 
 
＜地域連携・地域移行に係る成果＞（「未来へ つなぐ 部活動改革 アンケート」から） 

○ 運動・文化芸術活動が有意義だと感じている生徒（中学 2 年生）の増加 
現在、参加している部活動は有意義だと思い
ますか。 令和５年度 

思う 58.5％ 
やや思う 32.1％ 
あまり思わない 6.7％ 
思わない 2.8％ 

 
○ 教員が指導に携わらない休日の部活動の増加 

あなたが休日の部活動に携わっている日数
は、月当たり何日ですか。 令和５年度 

０日 19.8％ 
１日 11.2％ 
２、３日 21.3％ 
４日以上 47.7％ 

 
○ 教員の部活動への従事時間の縮減 

部活動指導員や外部指導者が配置されたこ
とにより、あなたが部活動に携わっている時
間は、配置されていない場合に比べて、週当
たり何時間減っていると思いますか。 

令和５年度 

０分 41.0% 
１分〜４時間 59 分 40.7% 
５時間〜９時間 59 分 11.0％ 
10 時間以上 7.3％ 

 
８ 本推進計画の見直し 

東京都は、令和５年度以降、本推進計画の適合性の点検・見直しを行い、必要に応じて、取組等につい
て整理していく。また、各施策の取組状況等を踏まえつつ、適宜、内容の見直し・改訂を行う。 

○ 運動・文化芸術活動が有意義だと感じている生徒の増加 
○ 教員が指導に携わらない休日の部活動の増加 
○ 教員の部活動への従事時間の縮減 



１８ 
 

＜参考＞ 
 

東京都 
【学校部活動及び地域連携・地域移行に向けた取組の推進】（東京都教育委員会ホームページ） 

https://www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/school/content/physical_training_and_club_activity/cl
ub_activity.html 
次のことに関する資料等を公開しています。 

・部活動検討委員会 
学校部活動の地域連携・地域移行に関する連絡協議会 

・学校部活動及び地域クラブ活動に関する総合的なガイドライン 
学校部活動の地域連携・地域移行に関する推進計画 

・未来へ つなぐ 部活動改革 リーフレット 
未来へ つなぐ 部活動改革 ニュースレター 
 

【多様なニーズに応じた運動部活動】（TOKYO 体育健康教育ポータル） 
https://www.taiiku-kenko-edu.metro.tokyo.lg.jp/club_activity/local_club.html 
次の動画を公開しています。文化部活動においても参考になります。 
・生徒のバランスのとれた心身の成長や学校生活に向けて（教員等用） 
・都立学校部活動指導員（会計年度任用職員）制度のポイント 

生徒のバランスのとれた心身の成長や学校生活に向けて 
・服務事故の防止及び重大事故防止に向けた安全対策について 
・コーチングで部活動が変わる 

 
 【東京都教育委員会と日本体育大学との連携協力に関する協定の締結について】 

https://www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/school/content/physical_training_and_club_activity/2
0231220nittaidai.html 

 
スポーツ庁 
【部活動改革ポータルサイト】 

https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop01/list/1372413_00003.htm 
学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に向けて、必要な情報を一元的にまとめて公開して
います。 

 
文化庁 
【文化部活動改革】 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/geijutsubunka/sobunsai/93972201.html 
学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に向けた環境の一体的な整備に関する情報を公開し
ています。 

 
文部科学省 
【教師等の兼職兼業について】 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/jinji/mext_02032.html 

  

https://www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/school/content/physical_training_and_club_activity/cl
https://www.taiiku-kenko-edu.metro.tokyo.lg.jp/club_activity/local_club.html
https://www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/school/content/physical_training_and_club_activity/2
https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop01/list/1372413_00003.htm
https://www.bunka.go.jp/seisaku/geijutsubunka/sobunsai/93972201.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/jinji/mext_02032.html
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区市町村における部活動の地域連携・地域移行の取組（例） 

 東京都 区市町村 スポーツ・文化芸術
団体、民間事業者等 学校 

関係者との 
合意形成 

【教委、生文ス局】 
・部活動検討委員会の開催 
・推進計画の周知 
・リーフレットの作成 
・指導者の参考となるガイ

ドラインの周知 

【教委、ス文部署】 
・協議会の開催 
・関係者へのヒアリング等

の実施 
・ニーズ・課題の把握 
・説明会等の実施を通じた

情報の発信 
・計画等の作成 

・協議会への参画 
・ヒアリングへの対

応 

・協議会への参加 
・教員のニーズの把

握 
・生徒・保護者の 

ニーズの把握 

運営団体・
実施主体の
確保 

【教委・生文ス局】 
・スポーツ・文化芸術団体

への情報提供 
・定期的な関係者との連絡

調整 
・事例の関係者への周知 

【教委、ス文部署】 
・受け皿となる運営団体・

実施主体を確保・創立 
【総括コーディネーター】 
・運営団体・実施主体との

連携体制を構築 
・学校に配置されるコーデ

ィネーターとの連絡 

・左記取組への協
力、参画 

【コーディネーター】 
・地域、学校のニー

ズに応じた指導者
の確保 

指導者の 
確保 

【教委】 
・TEPRO の活用促進 
・兼業・兼職の規程・運用

の改善 
【教委・生文ス局】 
・指導者の確保に向けた関

係団体等との連絡調整 
・都内の大学等への働きか

け 

【教委】 
・TEPRO の活用 
・地域の大学等との連携 
・兼業・兼職の規程・運用

の改善 
【総括コーディネーター】 
・運営団体との連絡体制の

構築 

・TEPRO への人材
登録 

・研修等を通じた指
導者の質・量の確
保 

・教員の兼業・兼職
の希望の把握 

・指導者の安全管理
に係る意識の醸成 

その他の 
環境整備 

【教委】 
・都立中学校等（10 校）、

都立高校（７校）におけ
る、地域クラブ活動の先
行実施 

・成果と課題の周知 

【教委、ス文部署】 
・活動場所の確保、学校施

設の活用 
・活動の周知と実施 

・活動の周知と実施 ・活動方針、活動状
況や生徒に関する
情報の共有 

・地域クラブ活動に
ついての周知 

（凡例） 【教委】  ︓教育委員会 
 【生文ス局】︓生活文化スポーツ局 
 【ス文部署】︓スポーツ・文化振興担当部署 
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学校部活動の地域連携・地域移行を推進する上でのチェックリスト（例） 
１ 「新たなスポーツ・文化芸術環境」の在り方やその充実について 
 所管の学校部活動における現状と課題（生徒の多様なニーズ等）について、整理しましたか。 
 現状と課題の整理を踏まえ、「設置する学校に係る部活動の方針」の改善について、検討しましたか。 
２ 「スポーツ・文化芸術団体等」の整備や支援について 
 活動の運営団体・実施主体の形態について、検討しましたか。 
 どのようなスケジュールで進めるか、検討しましたか。 
 複数の学校の生徒が参加する合同部活動について、検討しましたか。 
 運営団体を学校から区市町村とした、合同部活動・拠点校方式の活動について、検討しましたか。 
 部活動改革の中核的な役割を担う総括コーディネーターを配置することについて、検討しましたか。 
 各校のコーディネーターによる、関係団体と学校との連絡調整の方法について、検討しましたか。 
 総括コーディネーターやコーディネーター等の人材育成について、検討しましたか。 
 平日と休日の一貫した指導体制について、検討しましたか。 
 事故発生時の責任の所在、生徒同士のトラブルが起こったときの対応について、検討しましたか。 
 保護者の同意を得て参加者を募る方法について、検討しましたか。 
 事故発生時の対応を含む連絡体制について、検討しましたか。 
３ 指導者の質の保障・量の確保について 
 地域の人材等を活用するなど、部活動指導員や外部指導者の配置・拡充について、検討しましたか。 
 部活動指導員や外部指導者の研修内容や研修方法等について、検討しましたか。 
 地域クラブ活動等から学校部活動への指導者派遣について、検討しましたか。 
 地域クラブ活動における指導者の研修内容や研修方法等について、検討しましたか。 
 希望する教員の地域クラブ活動等への兼業・兼職による指導者派遣について、検討しましたか。 
 学校部活動の指導や運営を地域クラブ活動等へ外部委託することについて、検討しましたか。 
 効率的・効果的な指導の推進について、検討しましたか。 
４ 活動場所となる施設の確保について 
 地域の施設等、活動場所となる施設の確保について、検討しましたか。 
 休日の地域クラブ活動における学校施設の管理方法について、検討しましたか。 

 「営利目的か非営利目的か」を問わない学校施設や公共施設の開放・活用促進などについて、検討し
ましたか。 

 指定管理者制度や業務委託の活用について、検討しましたか。 
５ 「大会」について 
 参加する大会等の精査について、検討しましたか。 
 大会運営の補助又は委託の実施について、検討しましたか。 
 大会等における運営協力者や審判員等の派遣について、検討しましたか。 
６ 「会費」や「保険」について 
 参加者からの会費の徴収について、検討しましたか。 
 困窮世帯への支援について、検討しましたか。 
 参加者の保険の加入について、検討しましたか。 
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スポーツ・身体活動を通じた健康増進

早稲田大学スポーツ科学学術院

宮地 元彦



目的を持って計画的に行われる
活動
トレーニング、フィットネスなど

日常生活を営む上で必要な労働や家事に伴う活動
買い物、犬の散歩、通勤、床掃除、
庭掃除、洗車、荷物運搬、階段昇降、雪かきなど

生活活動

運動

スポーツ

ルールに則って営
まれる、遊戯・競
争・肉体鍛錬の要
素を含む行為

身体活動

余暇身体活動

体育

身体運動を媒
介として人間
形成をめざす
教育的な営み

余暇時間に行われる活動

散歩、ガーデニング、踊り、遊び、など

身体活動・運動・スポーツの分類と定義

エネルギー消費の増加を伴う全ての活動
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日本人の死亡原因



ある。 

  

図３：身体活動・運動の推奨事項一覧 

 

  

身体活動・運動の推奨事項一覧

身体活動 座位行動

高齢者

歩行又はそれと同等以上の
(3メッツ以上の強度の)

身体活動を１日40分以上
（１日約6,000歩以上）
(=週15メッツ・時以上)

座りっぱなしの時間が長くなり
すぎないように注意する

（立位困難な人も、じっとして
いる時間が長くなりすぎないよ
うに少しでも身体を動かす）

成人

歩行又はそれと同等以上の
(3メッツ以上の強度の)

身体活動を１日60分以上
（１日約8,000歩以上）
(=週23メッツ・時以上)

こども
（※運動習慣の
少ないこどもが

対象）

（参考）
・中強度以上（３メッツ以上）の身体活動（主に有酸素性身体活動）を1日60分以上行う
・高強度の有酸素性身体活動や筋肉・骨を強化する身体活動を週３日以上行う
・運動習慣の多少にかかわらず、座りっぱなしの時間を減らす。特に余暇のスクリーンタイム※2を減らす。

※１ 負荷をかけて筋力を向上させるための運動。筋トレマシンやダンベルなどを使用するウエイトトレーニングだけでなく、自重で行う腕立て伏せやスクワットなどの
運動も含まれる。

※２ テレビやDVDを観ることや、テレビゲーム、スマートフォンの利用など、スクリーンの前で過ごす時間のこと。

有酸素運動・筋力トレーニング・バランス運
動・柔軟運動など多要素な運動を週３日以上

【筋力トレーニング※1を週2〜3日】

運動

息が弾み汗をかく程度以上の
(3メッツ以上の強度の)

運動を週60分以上
(=週４メッツ・時以上)

【筋力トレーニングを週2〜3日】

運動

個人差等を踏まえ、強度や量を調整し、可能なものから取り組む
今よりも少しでも多く身体を動かす全体の方向性

健康づくりのための身体活動運動ガイド２０２３



歩数と総死亡との関係: メタアナリシス

D a i l y  Step  Cou n t a n d  Al l -Ca u se M or ta l i ty ,  Sh en  M .  et  a l .  J Sp or t  H ea l th  Sci  ( 2 0 2 1 )

• 1 日当たりの歩数と、総死亡との関係をスプライン
解析

• 約7 0 0 0 歩程度までは歩数の増加に伴ってリスク
が急速に低下

• それ以上の歩数ではリスク低下が緩やか

→今よりも少しでも多く身体を動かす



Biswa s et a l .  Ann  I n tern  M ed ,  2 0 1 5 ;  Pa tterson  et a l .  Eu r J Ep idem iol ,  2 0 1 8

座位時間と死亡や疾患発症との関連

総死亡  ( 1 3 研究)

CVD 死亡  ( 6 研究)

CVD 罹患  ( 3 研究)

がん死亡  ( 7 研究)

がん罹患 ( 7 研究)

糖尿病罹患  ( 5 研究)

全 体

H R ( 9 5 % CI )L ow  r i s k H i g h  r i s k

HR =  1 . 2 4 0  ( 1 . 0 9 0 -1 . 4 1 0 )

HR =  1 . 1 7 9  ( 1 . 1 0 6 -1 . 2 5 7 )

HR =  1 . 1 4 3  ( 1 . 0 0 2 -1 . 7 2 9 )

HR =  1 . 1 7 3  ( 1 . 1 0 8 -1 . 2 4 2 )

HR =  1 . 1 3 0  ( 1 . 0 5 3 -1 . 2 1 3 )

HR =  1 . 2 6    ( 1 . 0 3 -1 . 5 5 )

HR =  1 . 9 1 0  ( 1 . 6 4 2 -2 . 2 2 2 )

特に、身体活動水準が低い者にとって影響大

3 4 研究 ( 1 , 3 3 1 , 4 6 8 名のデータ)  のレビュー

1 . 0

1 . 2

1 . 4

1 . 6

1 . 8

2 . 0

2 . 2

2 . 4

2 . 6

0 . 0 4 . 0 8 . 0 1 2 . 0 1 6 . 0

総座位時間（時間/日）

身体活動調整済み 相対危険度（ RR）

身体活動未調整 RR

RR= 1 . 0
1

RR= 1 . 3
0

P f or  non-
lin ea r ity < 0 . 0 0 1

総死亡リスクを高め
る1 日総座位時間の

閾値は8 時間

→座りっぱなしの時間が長くなりすぎないように注意する。



B isw a s et a l .  An n  I n ter n  M ed ,  2 0 1 5 ;  Pa tter son  et a l .  Eu r J Ep id em io l ,  2 0 1 8

世界各国の座位行動の実態



1 . 職場の身体活動促進のための環境整

備は働く人にさまざまな気づきを与える

2 . 日本の企業オフィスへの立ち机の導入

が事務労働者の歩数に及ぼす影響を、

無作為割り付けクロスオーバー試験に

より検討

3 . 立ち机の設置により、労働者の歩数が

平均5 0 0 歩/日、5 分/日増加

4 . 腹囲が有意に減少した

職場への立ち机導入による歩数の増加

M iya ch i  M ,  et  a l .  BM C Pu b l i c H ea l th  1 5 ,  3 6 8  ( 2 0 1 5 ) .



筋トレと疾病および死亡リスクとの関連

M omma ら.  Br i ti sh  Jou rna l  of  Spor ts M ed icine.  2 0 2 2 .
図は東北大学プレスリリースより

• 筋力向上活動は

週あたり6 0 分程

度なら、循環器疾

患やがんの死亡リ

スクを減少

• 2 0 0 分を超えると

逆にリスク上昇

↓

筋力トレーニング

を週2 -3 日



Ø体重を支える

下肢の筋肉群
全体を鍛える

Ø 転倒の予防 
に効果的

Ø背筋群、腹筋群を鍛える

Ø姿勢の保持につながる
Ø肩こりや腰痛予防に効果的

高齢者も筋力トレーニングを

Ø腕や胸の

筋肉群全体
を鍛える

Ø日常生活動
作の維持に

効果的

国立健康・栄養研究所. フレイルリーフレットより



1 . アブセンティズムとは、欠勤により生産性が低下した状況

2 . 運動介入によりアブセンティズムが変化するか否かをメタ解析で検討

3 . 運動介入は、アブセンティズムを３割減らす効果が期待される。（ 下図）

職場での運動とアブセンティズム

Cor tés RN ,  et  a l .  A r ch  Ph ys M ed  Reh a b i l .  2 0 2 3 .  S0 0 0 3 -9 9 9 3 ( 2 3 ) 0 0 4 0 9 -4

運動介入によりアブセ

ンティズムが減少

運動介入によりアブセ

ンティズムが増加



1 . プレゼンティズムとは、職場にいな

がら生産性を発揮できていない状

況

2 . 指導者が介在する運動介入によっ

て、プレゼンティズムが変化するか

否かを系統的レビューとメタ解析で

検討

3 . 運動、特に運動指導者による介入は、

プレゼンティズムを5 割も減らす効

果が期待される。（ 右図）

職場での運動とプレゼンティズム

運動介入により

プレゼンティズム
が増加

運動介入により

プレゼンティズム
が減少

Ta ka sa k i  H ,  et  a l .  J Occu p Reh a b i l .  2 0 2 3 .  I n  p r ess.



1 . 宮城県大崎町では3 0 分/日歩いた人は、1 時間以上歩いた人と比

較して、月額１５ポンド（ 2 9 0 0 円） 多く医療費を使った。（ Tsu j i  et  

a l .  2 0 0 3 ）

2 . 歩行時間が1 日3 0 分未満の日本人高齢者の累積介護費用は、1 日

6 0 分以上歩いた人よりも累積で9 0 0 米ドル（ 1 3 . 5 万円） 高かった。

（ H i r a i  et  a l .  2 0 1 9 ,  2 0 2 １）

→より多く歩く人は将来の医療費や介護費が低くなる。

身体活動と医療費・介護費



1 . 日本人高齢者が球場でプロ野球を観戦すると、抑うつ症状スコアが

有意に減少し、主観的な幸福感が高まる。（ Ka w a ka m i  et  a l .  

2 0 1 9 ,  2 0 2 2 ）

2 . 英国の世帯調査の結果、ライブのスポーツイベントに参加している

人々は、主観的な幸福感が高く、孤独感が低い。（ K eyes et  a l .  

2 0 2 2 ）

3 . テレビでエリートスポーツを観戦する時間が長い人は、肥満のリスク

が高い。（ H a m er  et  a l .  ２０１４）

→ライブ・現地でスポーツ観戦することは心の健康に有効かもしれない。

見るスポーツと健康



1 . 身体活動・運動不足は日本人の３番めの死亡原因である。

2 . 日本人は世界で最も歩数が多い一方、座位時間が最も長

い。

3 . 厚労省は「健康づくりのための身体活動・運動ガイド２０２

３」を発表し、身体活動のみならず、筋力向上活動や座位

行動に関する新たな奨励を提案している。

4 . 身体活動は人々の健康のみならず、医療費や労働課題の

改善に有効である。

5 . 見るスポーツの健康効果も明らかになりつつある。

まとめ



スポーツを通じた
地域・経済の活性化について

東京国際大学

上代圭子

2024/05/16
東京都スポーツ振興審議会

資料２－２



発想の転換

前提 スポーツに関わる人は、スポーツが好き

スポーツに興味のない（スポーツが嫌いな）人たちもいる ことを
考えましょう！
 スポーツに興味のない人は、

スポーツをしに出かけようとは思いません！
 今までの概念では、スポーツ施設には来てくれません！

（＝ 国が何と言おうと知ったことではない、
どころか何を言っているかすら知らない）

◎問いかけを変えてみる！
•「このスポーツ施設に、

何のスポーツをしに来たのですか？？」

•「このスポーツ施設に、何をしに来たのですか？？」



発想の転換

3つの考えを変えましょう！

①場所の概念を変えてみる！
スポーツの場 生活の場

②使う日についての考えを変えてみる！
ハレの日に使う場所 ケの日にも使う場所！

③スポーツをする人がいる場所の考えを変えてみる！
スポーツ施設にいる 家・会社にいる



①場所の概念を変えてみる！
スポーツの場 生活の場

②使う日についての考えを変えてみる！
ハレの日に使う場所 ケの日にも使う場所！



メルセデスベンツスタジアム
アトランタファルコンス（NFL）と

アトランタ・ユナイテッド（MLS）の本拠地



国際的な環境認証システム「LEED」の
プラチナ認証を取得

国際的な環境認証システム「LEED」でプラチナ認証
を取得し、スポーツ施設で同認証最高スコアを誇
る。米国南東部に位置するジョージア州の州都、
アトランタに建つこのスタジアムの取り組みは、
再生可能エネルギーの使用やリサイクルの推進だけ
でなく、雨水の有効活用、電気自動車充電
ステーション、自転車バレットパーキングなど
多岐に渡っている。



1.できるだけ雨水が隣接地域に流れ込まないように

するユニークな屋根のデザイン

2.敷地内には4000を超える太陽光パネルを設置

3.LEDライトやLEDビデオボードを採用

4.電気自動車専用の充電装置付き駐車場（48台）

5.約200万ガロン（757万824リットル）の雨水貯水

設備による水の有効利用

6.自転車用バレットパーキングスペース（250台）



敷地内の4000を超える太陽光パネル



電気自動車専用の充電装置付き駐車場



開閉式の屋根
：コロナ禍は、閉じている時はマスク着用が必須、開いている時は密閉空間
（クラブ・ストア、エレベーター、クラブラウンジ）のみマスク着用が必須



東京体育館



「身体の美と健康にこだわり、美味しく楽しく
お洒落な気分を味わえるレストラン＆カフェバー」

をコンセプト

スポーツ施設に併設されたレストランとして、
日本ではあまり馴染みのない中近東地域の
アラビア料理を中心に、身体の美と健康に拘った
栄養バランスのとれた活力の出るメニューと、
美味しく楽しくお洒落な気分を味わえる空間を提供
している。



エスタディオ・モヌメンタル・
アントニオ・ベスプチオ・リベルティ

アルゼンチン リーベルプレートの本拠地



学校施設などとしての活用

座席下のスペースを、幼稚園から高校までの
教室として活用していた。だが、改築時に
移転したようである。

だが、ブエノスアイレスの
気温が下がった際には、
市内の路上生活者に開放し、
シェルターとして活用した。

（画像：RiverPlateHP）



災害や火災などの緊急時における
デジタルサイネージ



災害や火災などの緊急時における
デジタルサイネージ



ICT技術を用いた多言語案内「Smart guidance」



バリアフリーマップ
駒沢オリンピック公園総合運動場



③スポーツをする人がいる場所の考えを変えてみる！
スポーツ施設にいる 家・会社にいる



AT&Tスタジアム
ダラス・カウボーイズの本拠地



• 米国初の５Gスタジアム。

• スタジアムの来場客は物理的体験と
VR・AR体験の融合を楽しめる。



リモート応援システム
「Remote Cheerer powered by SoundUD」



Zoomを活用した新しい応援スタイル



スポーツ観戦の没入型ライブ中継サービスを提供する

「VRプラットフォーム」



多視点映像配信アプリ

「ベイプラ」



リモート応援席

「Future Box Seatβ」



AR（拡張現実）を活用した新しいスポーツ

「HADO Xball」

2021年に世界５各国でプロリーグを開幕



＋でも、やっぱり、スタジアムに来て！
スタジアムいる 家・会社にいる



ヤンキースタジアム
ニューヨークヤンキースの本拠地



WELL Health-Safety Ratingを達成する
世界で最初のスポーツ会場

2020年8月26日、The International WELL Building 
Institute（IWBI）は、ニューヨークヤンキースの
本拠地であるヤンキースタジアムが、世界で初めて
施設の運用と管理に向けたWELL Health-Safety 
Ratingを実現するスポーツとエンターテイメントの
会場であることを発表。



WELL健康・安全格付（Health-Safety Rating）は、
2020年6月に誕生後、世界的に活用が進んでいる。

主な格付を取得しているスポーツ施設

【アメリカ】

•ヤンキースタジアム、AT&Tスタジアム、BB&Tセンター、
ロケット・モートゲージ、スペクトラム・センター、
ウェブスター・バンク・アリーナ、AT&Tセンター、
ウェルズ・ファーゴ・センター、
プルデンシャル・センター、アマリー・アリーナ、
バンカーズ・ライフ・フィールドハウス、
ゴールデン1センター、

【カナダ】

•スコシアバンク・アリーナ



スマートスタジアム化



＋スポーツは負をもらたすばかりじゃありません！
金食い虫 稼ぎ手



スポーツで地域活性化



スポーツをきっかけに地域を変える

引用：日経クロステック 2021.07.08記事



引用：経済産業省「地域×スポーツクラブ産業研究会について」資料



スポーツコンベンションの活用



スポーツイベントを活用
ラグビーワールドカップ観戦有無別にみる訪日旅行費

目1人1回当たりの支出

引用：「ラグビーWC訪日旅行者の消費動向」観光庁



周辺観光
国際大会
招致

環境整備

まちづくり

人々の交流

地域発信

経済効果

社会的効果
引用：(一社)スポーツツーリズム推進機構資料より作成



引用：スポーツ庁WEB広報マガジン



最後にお願い！

•自治体や管理者は「するスポーツ」としての
最低ラインで良しとすることから、様々な新たな
試みを提案をしても許可をしてくれない。

•公共性を大切にすることは理解するが、「収入を
生み出すことは市民のためになる」ということも
考えて欲しい。

との意見が見受けられる。

（上代ら、2017年度笹川スポーツ研究助成報告書）

条例の改正や、運用の見直しが必要では？

★何かしてくれなくても自分でやるから、
もう少し、自由にして！



発想の転換

考えを変えましょう！

①場所の概念を変えてみる！
スポーツの場 生活の場

②使う日についての考えを変えてみる！
ハレの日に使う場所 ケの日にも使う場所！

③スポーツをする人がいる場所の考えを変えてみる！
スポーツ施設にいる 家・会社にいる

④でも、やっぱり、スタジアムに来て！
スタジアムいる 家・会社にいる

⑤スポーツは負をもらたすばかりじゃありません！
金食い虫 稼ぎ手



ご清聴ありがとうございました


